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感染症研究国際ネットワーク推進プログラム

本プログラム（平成22年度～26年度）は、感染症がグローバル社会に対する脅威となっていることに鑑み、日本国民ひいて

は人類の健康と安全に寄与することを目指し、第Ⅰ期（平成17年度～21年度）でアジア・アフリカに整備した海外研究拠点を

活用し、各地でまん延する感染症の病原体に対する疫学的調査及び予防や診断治療など感染制御に向けた基礎的研究を推進し、

感染症対策に資する知見の集積と人材育成を図ることを目的としている。

○第2期プログラム（平成22～26年度）

第1期で整備した海外研究拠点を活用して更なる知見の

集積・人材育成等を推進し、現地研究機関等との共同研究

等を通じた国際貢献等を図る。加えて、拠点間ネットワー

クの強化等を推進するため、新たにPD・POの下に感染症

研究ネットワーク推進センターを設置し、拠点横断型共同

研究等の体制構築を図る。

○SARSや新型インフルエンザの発生等、国際的に新興・再興感染症に対する社会不安が増大。

○我が国の感染症分野における研究者の人材層は薄く、国際的な連携が十分でないため、海外拠点での共同研究を通じた

継続的な人材育成を行うことが必要。

○海外拠点を設けることにより、研究者が直に病原体を

扱いながら研究を実施することで効果的な人材育成が

図れるとともに、感染症の発生情報等を得ることがで

きる。

平成26年度予算額 ：1,828百万円
平成25年度予算額 ：1,719百万円
平成24年度予算額 ：2,022百万円（補正予算額300百万円含む）
平成23年度予算額 ：1,722百万円
平成22年度予算額 ：1,900百万円

中国

東京大学
中国科学院
生物物理研
究所 等

インフルエンザ、HIV、肝炎など

フィリピン

東北大学
フィリピン熱
帯医学研究
所

インフルエンザ、狂犬病、結核、
デング熱など

ベトナム

長崎大学

国立国際医
療センター

国立衛生疫
学研究所

バックマイ
病院

デング熱、マラリア、インフル
エンザ、コレラなど

インドネシア

神戸大学
アイルラン
ガ大学熱帯
病研究所

肝炎、インフルエンザ、デング
熱、コレラなど

インド

岡山大学
国立コレラお
よび腸管感
染症研究所

コレラなど腸管感染症

ザンビア

北海道
大学

ザンビア大
学サモラ・
マシェル獣
医学部

インフルエンザ、エボラウイル
ス、結核など

ガーナ

東京医科
歯科大学

ガーナ大学
野口記念医
学研究所

HIV、結核、寄生虫病など

大阪大学

動物衛生
研究所

国立予防衛
生研究所 等

国立家畜衛
生研究所

HIV、マラリア、インフルエンザ、
デング熱など

タイ

連携体制の強化

理化学研究所 新興・再興感染症
研究ネットワーク推進センター
（日本国内）
・拠点間ネットワークの強化
・疾病ごとの拠点横断共同
研究の推進 等

実施体制・施策内容

背景・必要性

本プログラムの目的
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事後評価票 

 

（平成２６年８月現在） 

１．課題名 感染症研究国際ネットワーク推進プログラム 

２．評価結果 

（１）課題の達成状況      

 本プログラム（平成 22 年度～26 年度）は、感染症がグローバル社会に対する脅威とな

っていることに鑑み、日本国民ひいては人類の健康と安全に寄与することを目指し、第Ⅰ

期（平成 17 年度～21 年度）でアジア・アフリカに整備した海外研究拠点を活用し、各地

でまん延する感染症の病原体に対する疫学的調査及び予防や診断治療など感染制御に向け

た基礎的研究を推進し、感染症対策に資する知見の集積と人材育成を図ることを目的とし

ている。 

 第Ⅱ期の平成 22 年度からの取組においては、PD・PO 体制の下、現地研究機関との共同

研究や海外研究拠点間の連携研究を推進し、得られた結果については、現地厚生行政機関

への情報提供や論文化による周知活動を行うことにより、感染症対策に資する知見の集積

が図られている。また、国内の若手研究者の海外研究拠点への配置や海外の現地研究者に

対する技術指導を通じた人材育成が図られているなど、本プログラムの目的をよく達成し

ている。 

 

（２）成果 

 海外研究拠点では、これまで病原性が不明であったエンテロウイルス（EV）68 が、小児

重症肺炎の原因となることを見いだし、米国、オランダ及び日本での小児重症肺炎でも追

認され、世界的なインパクトを与えた。また、定温核酸増幅法（LAMP 法）を用いたコレラ

菌の迅速検出法を開発し、これを基盤に地域内の網羅的サーベイランスを行い、コレラ菌

株の定着状況を明らかにし、環境中でのコレラ菌の存在様式の解明につながる疫学情報を

得るなど、現地感染症対策に大きく貢献する多くの成果が得られた。 

 拠点間連携研究では、複数の国内外の研究拠点が連携して蚊媒介性感染症の地域横断的

研究を実施し、デングウイルスの変異状況やウイルスの持つ多様性、地域間の移動・侵入

に関する情報を得たほか、チクングニアウイルスの感染がアジア各地で拡大していること

を確認するなど、感染症対策に貢献した。 

 各拠点の研究及び各拠点間連携研究においては、海外研究拠点を設置しなければ成し得

なかった優れた成果が挙がっており、先端的知見が含まれる論文発表件数は年間 200 件を

超え、その研究成果は国内外における感染症研究に大きく貢献している。 

 人材育成においては、国内の若手研究者を定常的に海外研究拠点に配置する体制を構築

したことにより、海外研究拠点での研究経験が評価された若手研究者が任期なし雇用の職



5 

につく事例もあった。また、海外の現地研究者に対しては、遺伝子解析を中心とした分子

生物学的手法の技術移転が行われるなど着実な成果が得られている。 

 

（３）今後の展望 

 本プログラムは、国内での研究のみでは成し得ない学術的成果、国際貢献、人材育成等

の実績とともに更なる研究成果の創出の可能性を十分に有しており、更なる拠点活用に向

け、事業の継続が必須であると考えられる。 

 今後は、我が国はもとよりアジア・アフリカ諸国を含めたグローバル社会において、感

染制御に役立つ予防や診断治療などの新しい技術開発に向けた一層の貢献が重要である。 

一方、本プログラムの課題として、各拠点の特性を活かし、より焦点を絞った目標を掲げ

た研究、その目標に合わせた拠点体制の整備及び国内外でのネットワークの活用による研

究力の向上が挙げられる。 

 各拠点における個別研究課題については、国内のニーズに基づいた重点化を図るととも

に、共通課題ごとの拠点間の連携体制に基づく効果的な研究の推進を図るべきである。 

本プログラムは、平成 26 年度より、健康・医療戦略推進本部の各省連携プログラムの「新

興・再興感染症制御プロジェクト」に位置付けられており、文部科学省及び厚生労働省の

連携により革新的医薬品等の創出と感染症対策の強化を図ることが重視されている。これ

を踏まえ、今後は、新たな予防や診断治療などの感染制御技術の開発に資する取組を強化

すべきであり、本プログラムと国立感染症研究所との連携体制に加えて、新たにその専門

家や関係機関と事業連携を図るなど、より出口を明確にした事業の実施体制の整備と基礎

的研究の着実な推進が求められている。 

 

 


